
３．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。また、現金は注記を省略しており、預金、未収金、未払金及び短期借入金は短期間で決済
されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：百万円）

区 分 貸借対照表計上額 時 価 差 額

有価証券 4000 4000 
合同運用指定金銭信託 2000 2000 
譲渡性預金 2000 2000 

投資有価証券 500 500 
合同運用指定金銭信託 500 500 

長期借入金 （9544） （8999） 545

 時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 （単位：百万円）

区 分
時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合 計

長期借入金  （8999）  （8999）

負債計 0 （8999） 0 （8999）
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Ⅱ．貸借対照表
１．国立健康危機管理研究機構法（令和５年法律第46号）附則第16条第１項の規定により国立研究
開発法人国立国際医療研究センターから当機構が承継した当事業年度末における保証債務の総額

1869080918円
２．金融商品の状況に関する事項

当機構は、資金運用については預金及び合同運用指定金銭信託に限定し、また、資金調達に
ついては財政融資資金からの借入によっております。
また、当機構の診療報酬債権に係る回収リスクは、収入管理事務要領等に沿ってリスク低減
を図っております。
なお、借入金の使途は事業投資資金であり、主務大臣により認可された資金計画に沿って、
資金調達を行っております。

注１ 負債に計上されているものは（ ）で示しております。
注２ 長期借入金は、一年以内返済予定長期借入金を含んでおります。
注３ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項

有価証券
合同運用指定金銭信託及び譲渡性預金については、預金と同様の性格を有し短期間で決済さ
れるため、時価は帳簿価額に等しいことから、帳簿価額によっております。
投資有価証券
合同運用指定金銭信託については、預金と同様の性格を有し、時価は帳簿価額に等しいこと
から、帳簿価額によっております。

４．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
金融商品の時価を、インプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに
分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格によ

り算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプット

を用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン
プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価
を分類しております。

（注１） 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定
される利率で割り引いて算定する方法によっております。
当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法により算
定しており、レベル２の時価に分類より算定しております。

５．その他行政コスト累計額のうち、出資財源資産に係る金額
その他行政コスト累計額のうち、出資を財源に取得した資産に係る金額 2203361190円

６．その他の固定負債に関する事項
当機構では民間事業者より職員用宿舎について負担付贈与を受けております。
その他固定負債に計上した2273923127円は、当事業年度末時点で本件宿舎の賃貸借契約を
終了した場合に当機構が負担する償還義務（事業者への支払義務）相当額であります。

Ⅲ．行政コスト計算書
１．法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト
 行政コスト 78519126528円
 自己収入等 51968567094円
 機会費用 2473284876円

                                            

法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 29023844310円
２．機会費用の計上方法

政府出資又は地方公共団体出資等から生ずる機会費用の計算に使用した利率
10年利付国債の令和８年３月末利回りを参考に2345％で計算しております。

Ⅳ．損益計算書
１．国又は地方公共団体からの受託による収益の科目別内訳
 医業収益 37755372円
 研修収益 813836227円
 研究収益 2945857517円
 その他経常収益 17435472円

                                            

合計 3814884588円
                                            

２．経常費用の内訳
 給与費のうち、引当金繰入額

賞与引当金繰入額 1778726095円
退職給付引当金繰入額 978901507円

 設備関係費のうち、減価償却費 3436047621円
 経費のうち、貸倒引当金繰入額 32358710円
３．財務費用の内訳

支払利息 58712139円

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